
別紙（10－3）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

引き続き水害・土砂災害の防止・減災を推進するため、必要所要額を要求した。

評価方式 総合･実績･事業 番号 4-12

1,286,147,716

1,227,821,141

補 正 予 算 （ 千 円 ）

△ 576,488,000
繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

水害・土砂災害の防止・減災を推進する

政策目標の達成度合い
モニタリングは行っているが評価を
行っていないため記載は出来ない。

△ 116,401,469

1,275,446,556

＜89,109＞

654,005,984

602,332,734

政策名

＜130,691＞

＜130,691＞

1,241,202,581

予
算
の
状
況

執行額（千円）

27年度概算要求額

2,141,809,064

217,124,732

26年度25年度

708,633,665
当 初 予 算 （ 千 円 ）

708,989,882

24年度

【政策ごとの予算額等】

＜238,596＞

政策評価調書（個別票１）

＜238,596＞

1,272,752,077

2,198,866,6911,352,964,540

23年度

＜130,691＞

174,728,044

1,313,614,757

＜89,109＞

＜89,109＞

＜238,596＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 2
東日本大震
災復興

国土交通本省

708,633,665602,332,734

河川管理施設整備費

事項

河川管理施設整備に必要な経費

602,332,734

27年度
概算要求額

325,375

708,633,665

対応表に
おいて●
となって
いるもの

264,259

合計

水害・土砂災害の防止・減災を推進する 4-12

整理番号

予　算　科　目

政策名

104,707 104,707

河川整備事業費 河川整備事業に必要な経費

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要な経費

項

水害・土砂災害対策費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

予算額

小計

26年度
当初予算額

430,488,664 507,876,364

多目的ダム建設事業費 多目的ダム建設事業に必要な経費 46,238,670 57,617,088

17,811,000 17,811,000

総合流域防災事業費 総合流域防災事業に必要な経費 6,346,000 6,346,000

砂防事業費 砂防事業に必要な経費 83,554,434 100,021,131

河川整備事業費 河川整備事業に必要な経費 17,509,000 18,516,000

急傾斜地崩壊対策等事業費 急傾斜地崩壊対策等に必要な経費 16,000 16,000

災害対策等緊急事業推進費 災害対策等緊急事業の推進に必要な経費
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 4-12
（千円）

26年度
当初
予算額

27年度
概算要求額

増減

政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

水害・土砂災害の防止・減災を推進する

該当なし

政策名


